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２　厚生労働省の指針であるパワハラの６類型（例）
　(1)　身体的な攻撃（殴る，蹴る，物を投げつける）
　(2)　精神的な攻撃（脅迫，名誉棄損，侮辱等）
　(3)　人間関係からの切り離し（隔離，仲間外し，無視）
　(4)　過大な要求（遂行不可能な目標の強制，不要な作業）
　(5)　過小な要求（仕事を与えない，私的な雑用の強制）
(6)　個の侵害（職場外での監視，性的指向，病歴）


３　事業主へのパワハラ防止措置の義務化
　(1)　事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発（就業規則，研修等）
　(2)　相談に応じ，適切に対応するために必要な体制の整備（相談窓口，マニュアル等）
　(3)　パワハラ発生後の迅速かつ適切な対応（事実確認，被害者配慮，行為者措置，再発防止）
(4)　行為者・労働者等のプライバシー保護，不利益取扱い禁止，及びその周知・啓発


４　事業主への義務違反の効果（パワハラ防止法の罰則）
　(1)　刑罰等の罰則規定は創設されませんでした。しかし，事業主が、以下の事項につき、厚生
労働大臣の勧告を受けてもなお従わなかったときは，その旨が公表されることとなりました（33条2項）。
①　パワハラ防止のために，必要な措置（就業規則での周知・啓発活動）を講じなかった場合
②　パワハラ申告等に起因する，不利益取扱いの禁止等に違反した場合
(2)　本法とは別に，パワハラの被害者から事業主に対しては，民法415条の債務不履行責任（安
全配慮義務違反）や，同法715条の使用者責任を問われ，損害賠償を請求される可能性も，
あります。


１　パワーハラスメント（以下，「パワハラ」という。）防止のための雇用管理措置が事業主の義務となりました。
根拠法令は，2019年5月改正の労働施策総合推進法（パワハラ防止法）第30条の2です。
大企業の場合は，2020年6月1日から，中小企業の場合は2022年4月1日から施行され義務化されます（それ以前は努力義務となります。）。
職場におけるパワハラとは，以下の3つの要素を全て充たすものです。
(1)　優越的な関係を背景とする言動
(2)　業務上必要かつ相当な範囲を超えている
　(3)　労働者の就業環境が害される
１　パワーハラスメント（以下，「パワハラ」という。）防止のための雇用管理措置が事業主の義務となりました。
根拠法令は，2019年5月改正の労働施策総合推進法（パワハラ防止法）第30条の2です。
大企業の場合は，2020年6月1日から，中小企業の場合は2022年4月1日から施行され義務化されます（それ以前は努力義務となります。）。
職場におけるパワハラとは，以下の3つの要素を全て充たすものです。
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※　詳細につきましては，厚生労働省のホームページをご覧ください。







